
災害対策基本法（※原災法に基づく読替え適用後のもの）

（都道府県地域防災計画）

第四十条 都道府県防災会議は、防災基本計画及び原子力災害対策指針に基づき、当該都道府県の地域に係る都道府県

地域防災計画を作成し、及び毎年都道府県地域防災計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなけれ

ばならない。この場合において、当該都道府県地域防災計画は、防災業務計画に抵触するものであつてはならない。

２ 都道府県地域防災計画は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。

一 当該都道府県の地域に係る防災に関し、当該都道府県の区域の全部又は一部を管轄する指定地方行政機 関、当該

都道府県、当該都道府県の区域内の市町村、指定公共機関、指定地方公共機関及び当該都道府県の 区域内の公共的

団体その他防災上重要な施設の管理者（次項において「管轄指定地方行政機関等」という。）の処理すべき事務又は業務

の大綱

二 当該都道府県の地域に係る防災施設の新設又は改良、防災のための調査研究、教育及び訓練その他の原子力災害

予防対策、情報の収集及び伝達、原子力緊急事態宣言（原子力災害対策特別措置法第十五条第二項の規定による原子

力緊急事態宣言をいう。以下同じ。）その他原子力災害（原子力災害が生ずる蓋然性を含む。）に関する情報の伝達、避

難、救難、救助、衛生その他の緊急事態応急対策並びに原子力災害事後対策に関する事項別の計画

三 当該都道府県の地域に係る災害に関する前号に掲げる措置に要する労務、施設、設備、物資、資金等の整備、 備蓄、

調達、配分、輸送、通信等に関する計画

３ 都道府県防災会議は、都道府県地域防災計画を定めるに当たつては、原子力災害（原子力災害が生ずる蓋然性を含む。

）が発生した場合において管轄指定地方行政機関等が円滑に他の者の応援を受け、又は他の者を応援することができるよ

う配慮するものとする。

４ 都道府県防災会議は、第一項の規定により都道府県地域防災計画を作成し、又は修正したときは、速やかにこれを内閣

総理大臣に報告するとともに、その要旨を公表しなければならない。

５ 内閣総理大臣は、前項の規定により都道府県地域防災計画について報告を受けたときは、中央防災会議の意見を聴くも

のとし、必要があると認めるときは、当該都道府県防災会議に対し、必要な助言又は勧告をすることができる。
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関連条文：都道府県地域防災計画



災害対策基本法（※原災法に基づく読替え適用後のもの）
（市町村地域防災計画）
第四十二条 市町村防災会議（市町村防災会議を設置しない市町村にあつては、当該市町村の市町村長。以下この条にお
いて同じ。）は、防災基本計画及び原子力災害対策指針に基づき、当該市町村の地域に係る市町村地域防災計画を作成
し、及び毎年市町村地域防災計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければならない。この場合に
おいて、当該市町村地域防災計画は、防災業務計画又は当該市町村を包括する都道府県の都道府県地域防災計画に抵
触するものであつてはならない。

２ 市町村地域防災計画は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。
一 当該市町村の地域に係る防災に関し、当該市町村及び当該市町村の区域内の公共的団体その他防災上重要な施設
の管理者（次項において「当該市町村等」という。）の処理すべき事務又は業務の大綱

二 当該市町村の地域に係る防災施設の新設又は改良、防災のための調査研究、教育及び訓練その他の原子力災害予
防対策、情報の収集及び伝達、原子力緊急事態宣言その他原子力災害（原子力災害が生ずる蓋然性を含む。）に関す
る情報の伝達、避難、救難、救助、衛生その他の緊急事態応急対策並びに原子力災害事後対策に関する事項別の計画

三 当該市町村の地域に係る災害に関する前号に掲げる措置に要する労務、施設、設備、物資、資金等の整備、備蓄、調
達、配分、輸送、通信等に関する計画

３ 市町村地域防災計画は、前項各号に掲げるもののほか、市町村内の一定の地区内の居住者及び当該地区に事業所を
有する事業者（以下この項及び次条において「地区居住者等」という。）が共同して行う防災訓練、地区居住者等による防災
活動に必要な物資及び資材の備蓄、原子力災害（原子力災害が生ずる蓋然性を含む。）が発生した場合における地区居
住者等の相互の支援その他の当該地区における防災活動に関する計画（同条において「地区防災計画」という。）について
定めることができる。

４ 市町村防災会議は、市町村地域防災計画を定めるに当たつては、原子力災害（原子力災害が生ずる蓋然性を含む。）が
発生した場合において当該市町村等が円滑に他の者の応援を受け、又は他の者を応援することができるよう配慮するもの
とする。

５ 市町村防災会議は、第一項の規定により市町村地域防災計画を作成し、又は修正したときは、速やかにこれを都道府県
知事に報告するとともに、その要旨を公表しなければならない。

６ 都道府県知事は、前項の規定により市町村地域防災計画について報告を受けたときは、都道府県防災会議の意見を聴
くものとし、必要があると認めるときは、当該市町村防災会議に対し、必要な助言又は勧告をすることができる。

７ 第二十一条の規定は、市町村長が第一項の規定により市町村地域防災計画を作成し、又は修正する場合について準用
する。
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関連条文：市町村地域防災計画



災害対策基本法

（防災基本計画の作成及び公表等）

第三十四条 中央防災会議は、防災基本計画を作成するとともに、災害及び災害の防止に関する科学的研究の成果並びに

発生した災害の状況及びこれに対して行なわれた災害応急対策の効果を勘案して毎年防災基本計画に検討を加え、必要

があると認めるときは、これを修正しなければならない。

２ 中央防災会議は、前項の規定により防災基本計画を作成し、又は修正したときは、すみやかにこれを内閣総理大臣に報

告し、並びに指定行政機関の長、都道府県知事及び指定公共機関に通知するとともに、その要旨を公表しなければならな

い。
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関連条文：防災基本計画



原子力災害対策特別措置法

第六条の二 原子力規制委員会は、災害対策基本法第二条第八号 に規定する防災基本計画に適合して、原子力事業者、

指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体、指定公共機関及び指定地方公共機関その他の者による

原子力災害予防対策、緊急事態応急対策及び原子力災害事後対策（次項において「原子力災害対策」という。）の円滑な実

施を確保するための指針（以下「原子力災害対策指針」という。）を定めなければならない。

２ 原子力災害対策指針においては、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 原子力災害対策として実施すべき措置に関する基本的な事項

二 原子力災害対策の実施体制に関する事項

三 原子力災害対策を重点的に実施すべき区域の設定に関する事項

四 前三号に掲げるもののほか、原子力災害対策の円滑な実施の確保に関する重要事項

３ 原子力規制委員会は、原子力災害対策指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。
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関連条文：原子力災害対策指針
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